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１２．２反プルサーマルの日　皆で玄海町現地行動に行こう！
　12月2日は、2009年日本初の原発のプルサーマル運転が、玄海３号機で始まった日です。
　私たちはこれを忘れないように、毎年１２月２日に玄海町現地で各戸に原発の危険性を訴えるチラシを配布し、会える住民とは原発についての話をする活動を続けています。今年で１３年目の取り組みです。
　今回は玄海町長当てに「要請・質問書」を出しています。当日、その回答を受ける場を設けています。又佐賀県知事に対しても同様の要請質問書を出すことになっています。
　町長の回答を受けた後、玄海町の各家々にチラシをポスティングする予定です。

　ウランを燃やす原子炉が危険なのは言うまでもありませんが、ウランとプルトニウムを混ぜたMOX燃料を使うプルサーマル運転は、さらに大きな危険性があります。たとえて言えば、灯油ストーブでガソリンを燃やすようなものです。
　その使用済み燃料が、２０２１年ついに原子炉から取り出されました。使用済みMOX燃料は、排出する熱量が膨大で、政府関係者も１００～３００年使用済み燃料プールでの保管が必要と言明しています。原子炉横の使用済み燃料プールに原発の運転寿命よりずっと長い期間、どうやって保管するのか、まったく現実的な話ではありません。玄海３号機以外にも、関西電力高浜３号機、四国電力伊方３号機から使用済みＭＯＸ燃料が出ています。危険性はますます高まっている状況です。
　原発は、事故が起きなくても日常的に放射性物質を放出し、温排水で海を温めています。これは地球温暖化の一因です。ひとたび事故が起これば、命と故郷が奪われます。でも、本当のことが住民にはあまりにも知らされていないのが実情です。　（Ａ）
だから、１２月２日、みんなで玄海町を歩きましょう！　
　　９時半　　玄海町役場前集合（予定）
　１０時～　　玄海町長回答
　１１時半～　ポスティング（昼食は各自で）
　１４時～　　報告会（値賀公民館）
原発60年超運転に断固反対！原子力規制委は本来の「規制」を取り戻せ！！
　原発の運転期間を最長60年に制限するルールを撤廃する政府方針を受け、原子力規制委は長期運転を後押しするような規制見直しの議論を本格化させた。推進側と規制側が一体となってなし崩しに原発推進しようとしているのは見逃すことのできない暴挙である。
　エネルギー問題という論調に惑わされてはならない。放射能が残ることが問題なのだ！！
福島原発刑事裁判の控訴審１月１８日
判決前に弁論再開を！
　福島原発事故による避難の過程で多くの人が命を失い、人生を狂わされてきました。これは犯罪ではないのか。東電の賠償や謝罪の拒否などの問題が起こる中、2021年に全国約15,000人による告訴・告発がなされました。
被告人は東電元会長・元副社長で告訴・告発は検察庁により不起訴処分とされましたが、くじで選ばれた一般有権者による検察審査会が不起訴は正しかったかを審査。その結果3人の東電役員を起訴すべきと議決され、強制起訴が決まりました。
容疑は、大津波が来ると原発事故により被害が起こることを分かっていながら対策を怠ったことによる業務上過失致死傷罪です。
東京地裁では３８回の公判が開かれましたが、判決は「全員無罪」。永渕裁判長は原発事故以前の日本社会には原発の絶対安全を求める認識は無かったと判じて、被告らの罪を認めませんでした。

検察官役を務める指定弁護士は「原子力行政に忖度した判決だ」と批判、控訴しました。

今また、高裁では現地検証等却下しています。東電株主訴訟の判決に学ぶべきです。判決を証拠採用するための弁論再開を求めています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

１月１８日の判決は、全国で闘う反原発運動に大きく影響します。勝利こそが原発廃棄の道しるべです。今日明日にも起こるかも知れない大地震の不安や、地球汚染を進める核のゴミを次世代に残してはなりません。第２第３の福島事故はあり得ません。命を守る闘いに踏み出しましょう！　　　
３月１１日を忘れてはなりません。　　　(T・Ｎ）

≪裁判闘争報告≫
◎福島原発事故 被害者救済九州訴訟 第4回控訴審　　　
　◇10/20(木)第2陣 第3回公判　(福岡地裁101号法廷)
・参加者は原告含めて50名位で、会からは4名が参加した。
・今回の口頭弁論は、原告側から原告1名と代理人弁護士2名が意見陳述を行った。
　　　・原告の今野さんは、「3歳の娘の食と健康のため、2012年6月千葉県市原市からうきは市へ避難してきた。関東からの避難者は勝手に逃げた人間として冷笑されてきた。被害者を沈黙させてしまう自己責任論がまかり通る国策のあり方こそ司法の場で問われて欲しい」と訴えた。傍聴席からは拍手が起こり、裁判長は禁止命令を出した。
・池上弁護士は「国の責任を認めなかった最高裁の不当判決の問題」を、坂口弁護士は「原告が受けた損害の全面的救済」を陳述した。
　　・進行協議（12/19(月)、2/16(木)）　※次回第4回公判……4/20(木)14:00~
◇11/17(木)第1陣 第5回控訴審　(福岡高裁101号法廷)
・参加者は原告含めて35名位で、会からは2名が参加した。
・今回の口頭弁論は、原告の内藤さんが意見陳述の予定だったが家族の病気のため、欠席
で延期になった。池上、坂口弁護士が上記第2陣第3回公判同様の意見陳述を行った。
　※今後の進行について協議することとし、控訴人は3月以降の公判を希望した。
◎10/24(月) 川内原発行政訴訟　映画上映と進行協議報告集会
　　・参加者は10数名で、会から2名が参加した。
・映画『日本と再生 光と風のギガワット作戦』（監督 河合弘之）を鑑賞した。
・裁判体が変わったため、原告と国双方がプレゼンを行なった。
・報告集会では、「火山ガイド」がいかにおかしいか、「新ガイド」に苦しまぎれに変えた
ことなどをプレゼンしたことを報告。国は九電の作ったものをプレゼンした。完全に一
体化している。裁判長の理解は深まったようだが、次回の公判日程は決まらず、次回も
進行協議となった。

※2月2日(木)進行協議の報告集会はしない。進行協議の報告は青柳メールで案内する。
◎11/9(水)玄海原発全基差止第5回控訴審 (福岡高裁101号法廷)
　　　　　・参加者は 50数名で、会からは 5名が参加。
・プル裁判の会事務局長原告永野浩二さんは、訪問介護事業所の管理者・ヘルパーの立場
から、在宅介護の現場の様子と「最後まで自宅で暮らしたい」という高齢者最後の願い
を紹介しました。しかしながら、要介護者は原発事故避難が極めて困難で、原発事故は
人生最後の願いをも粉砕するものだとして。原発の即時停止を訴えました。

・前回、裁判長の国と九電に対して「被控訴人らの避難計画の主張は一般的なプレゼン程
　度なので争点を嚙合わせる様に、次回準備書面で反論するよう」に言い渡した。
今回、九電は避難計画に関する準備書面2を出してきましたが、実質的なものとは言い
難い内容であり、次回控訴人からは反論の意見書を出す予定です。
※次回控訴審………2月 8日(水) 第5回行訴14:30～、第6回全基15:00～
　　　次々回控訴審……5月31日(水) 第6回行訴14:30～、第7回全基15:00～　（Ｍ）
福岡市議会報告　　              　　　　　　　　      　　　森 あやこ
福岡市長選挙が終わり、髙島市政があと4年も続くことが決まりました。市民ネットワーク福岡として、緑の党と市民ネットワークの会の会派として「福岡市から政治をかえる会」（「かえる会」）に参加し、私自身世話人となりました。参加した多くの市民の声を聴きながら、市民目線の政策を練り上げ（市民ネットの政策とほぼ重なるような政策）、独自の女性候補者擁立までしたものの、元福岡市議会議員（市民クラブ会派で立民）の田中しんすけ氏の出馬表明を受けて、喧々諤々話し合いを重ねて最終的に一本化し、選挙戦に突入しました。

大差を付けられた本当に残念な結果です。朝日新聞では、「国政では野党共闘の動きが低調な中で、福岡市において、立憲、国民、社民の推薦を得たほか、共産からも支持を受けるなど、事実上の野党共闘を築いたことは一つの実績を作ったといえる。ただ、共闘が十分に機能するだけの選挙態勢を整えるには時間が足りなかった」という一定の評価がなされています。
市民と野党が共闘した「かえる会」としての詳細な総括は今後になりますが、「住んでるまちをどのような方向に進めたいか」という政策の充実を含め、「かえる会」に関わった方々との関係の深化という点では大きな前進とも言えるとされています。私たち市民ネットは、これを来年の統一地方選挙までにもっと精査して、これから先の社会にとって、この街に足りないもの・ことを市民の皆さんの声を聴きながら、ともに「住んでるまちを住み続けられるまちに」ネットワーク運動として力を付けていきたいと思っています。
高島市政には「自衛隊への名簿提供」や「カジノ誘致構想」など大きな問題があります。他にも教育や福祉、食の安全などに関する市民団体からの公開質問状に誠実に回答していません。
原発に関する考えも国にお任せ、廃炉への声はあげません。
私たちは、一人ひとりのいのちと暮らしに向き合う誠実な政治を求めます！
市民主体の「市民の、市民による、市民のための」政治を実現するために、二元代表制の一翼となる市議会の中に、市長勢力に立ち向かう同じ想いを持った仲間を増やさなければ！と、強く思っています。
市民ネットワーク福岡から　東区　森あやこ、中央区　おきぞの理恵、
緑の党から　早良区　ほんかわ知明　が、次の統一地方選でチャレンジします！！
3人からは、意見書や決議案を立案できるようになります。
皆さんの応援を、どうぞよろしくお願い致します。

参加大歓迎です！ご連絡を！





090-4341-4166（事務局：松村）まで





東京電力福島第一原発の事故をめぐる経緯


１９７１年３月　福島第一原発の運転が始まる


２００２年７月　政府の「地震調査研究推進本部」が「長期評


　　　　　　　　　価」を公表。「三陸沖北部から房総沖のどこで


　　　　　　　　　も、マグニチュード８．２前後の津波地震が３０年


　　　　　　　　　以内に２０％程度の確立で起きる可能性」


　　０８年３月　東電子会社が、長期評価に基づく「最大１５．７


　　　　　　㍍」の津波予測を東電に報告


　　６月　原子力・立地本部の武藤栄副本部長が１５.７㍍


　　　　　　の報告を受ける


　　７月　武藤副本部長が、数値の妥当性の検討を土木


　　　　　　学会に依頼するよう指示


　　０９年２月　勝俣恒久会長らが出席した「御前会議」で、原


　　　　　　子力設備管理部長が「１４㍍程度の津波が来る


　　　　　　可能性」に言及


　　１１年３月　東日本大震災が発生。最大１５．５㍍の津波が襲


　　　　　　い、全電源が喪失して原発は水素爆発


　　５月　東電はメルトダウンを認める


　　１２年３月　東電の株主らが株主代表訴訟を起こす


　　１６年２月　勝俣元会長、武黒一郎元副社長、武藤元副社


　　　　　　長を業務上過失死傷罪で強制起訴


　　１９年９月　東京地裁が３人に無罪判決


　　２２年３月　避難者らの集団訴訟で、最高裁が東電の賠償を


　　　　　　確定


　　６月　避難者らの集団訴訟で、最高裁が国の責任を認


　　　　　　めない判決


　　７月　株主代表訴訟で、東京地裁が東電役員に１３兆


　　　　　　円の賠償を命じる判決


　　２３年１月１８日福島原発刑事裁判の控訴審判決が出る











【編集後記】


◇11/7「原発運転期間『原則40年』規定の削除方針の撤回を求める」署名が経産省・原子力規制委員会に提出されました。


　今回提出されたのは、個人署名3663筆、団体署名97筆でした。最終集約は12月末日です。


◇11/20第34回和白干潟まつりに参加しました。


　雨天やコロナで3年間開催できなかったのですが、何とか天候に恵まれ150名を超える参加で開催されました。私たちは原発反対のパネル展示とチラシ配布、上記署名の取り組みを行いました。


◇2023 原発ゼロ！3.11福岡集会へ向けて、実行委員会が11/25開催されました。　（Ｍ）
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